
平成29年３月期 決算公告 

平成29年6月30日 

 

千葉県千葉市中央区中央2-5-1 

  

取締役社長 花島 恭一 

第 7 5 期 貸 借 対 照 表 

(平成29年３月31日現在)            （単位：千円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 
 
流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

 顧 客 分 別 金 信 託 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

 商 品 有 価 証 券 等 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信用取引借証券担保金 

立 替 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

  

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

 
25,406,584 

8,942,135 

7,000,000 

7,000,000 

588,194 

588,194 

203,235 

7,852,242 

6,005,965 

1,846,277 

524,985 

21,282 

37,672 

145,123 

90,971 

741 

 

8,683,911 

1,206,346 

186,170 

82,573 

935,303 

2,300 

85,818 

3,084 

68,774 

13,960 

7,391,746 

7,148,455 

2,240 

240,697 

353 

 
流 動 負 債 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 

信 用 取 引 負 債 

信 用 取 引 借 入 金 

信用取引貸証券受入金 

預 り 金 

顧 客 か ら の 預 り 金 

そ の 他 の 預 り 金 

受 入 保 証 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

長 期 預 り 保 証 金 

特別法上の準備金 

金融商品取引責任準備金 

 
11,279,688 

0 

0 

3,215,189 

1,295,999 

1,919,190 

6,237,052 

5,229,441 

1,007,610 

1,213,533 

19,834 

209,931 

164,442 

213,904 

5,800 

2,707,099 

2,079,024 

558,593 

48,645 

20,835 

22,603 

22,603 

負 債 合 計 14,009,391 

純 資 産 の 部 
 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
15,343,654 

4,374,330 

3,305,040 

3,305,040 

7,664,283 

450,000 

7,214,283 

5,968,000 

1,246,283 

4,737,450 

4,737,450 

純 資 産 合 計 20,081,104 

資 産 合 計 34,090,495 負 債 ・ 純 資 産 合 計 34,090,495 

  

 



  

 

第 7 5 期 損 益 計 算 書 

    

( 自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日 ) （単位：千円） 
 

科       目 金       額 

営 業 収 益  5,029,157 

受 入 手 数 料 2,654,240  

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 2,252,062  

金 融 収 益 122,854  

金 融 費 用  32,577 

純 営 業 収 益  4,996,579 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費  4,326,666 

取 引 関 係 費 1,078,148  

人 件 費 2,139,969  

不 動 産 関 係 費 283,782  

事 務 費 494,997  

減 価 償 却 費 91,666  

租 税 公 課 116,404  

そ の 他 121,697  

営 業 利 益  669,912 

営 業 外 収 益  230,545 

受 取 配 当 金 222,297  

そ の 他 8,247  

営 業 外 費 用  3,252 

経 常 利 益  897,204 

特  別  利  益  10,256 

固 定 資 産 売 却 益 5,314  

金 融 商 品 取 引 責 任準備 金 戻 入 4,942  

特  別  損  失  602 

固 定 資 産 除 却 損 342  

減 損 損 失 259  

税 引 前 当 期 純 利 益  906,859 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 285,144  

法 人 税 等 調 整 額 △9,510 275,634 

当 期 純 利 益  631,224 

 

 

 



  

 

第75期株主資本等変動計算書 

     

 ( 自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日 ) （単位：千円） 
 

 株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成28年４月１日残高 4,374,330 3,305,040 － 3,305,040 

事業年度中の変動額     

剰余金の配当     

当 期 純 利 益     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

    

事業年度中の変動額合計 － － － － 

平成29年３月31日残高 4,374,330 3,305,040 － 3,305,040 

 
（単位：千円） 

 
 株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

平成28年４月１日残高 450,000 5,968,000 1,127,485 7,545,485 15,224,856 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当   △512,426 △512,426 △512,426 

当 期 純 利 益   631,224 631,224 631,224 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

     

事業年度中の変動額合計 － － 118,797 118,797 118,797 

平成29年３月31日残高 450,000 5,968,000 1,246,283 7,664,283 15,343,654 

 
（単位：千円） 

 
 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成28年４月１日残高 5,086,228 5,086,228 20,311,085 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △512,426 

当 期 純 利 益   631,224 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 (純額) 

△348,778 △348,778 △348,778 

事業年度中の変動額合計 △348,778 △348,778 △229,980 

平成29年３月31日残高 4,737,450 4,737,450 20,081,104 
 
 



  

 

個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、｢会社計算規則｣（平成18年法務省令第13号）の規定のほか、｢金融商品取引業等に関

する内閣府令｣(平成19年内閣府令第52号)及び｢有価証券関連業経理の統一に関する規則｣ (平成19年９月

18日 日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）トレーディング商品の評価基準及び評価方法 

売買を目的として自己の計算において保有する有価証券、有価証券に準ずる商品、デリバティブ

取引、外国通貨等の売買取引をトレーディングと定め、それらトレーディング商品に属する有価証

券及びデリバティブ取引等については時価法を採用しております。 

 

（2）トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法は、その他有価

証券等のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法、取得価額との評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。また、その

他有価証券等のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法によ

る原価法によっております。但し、投資事業有限責任組合等への出資については、当該組合等の財

務諸表に基づいて、組合の純資産を当社の出資持分割合に応じて、投資有価証券として計上してお

ります。 

 

（3）固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産 …… 定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建  物 ８～50年 

器具備品 ３～20年 

 無 形 固 定 資 産 …… 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

 

 長 期 前 払 費 用 …… 均等償却しております。 

 

（4）引当金の計上基準 

 貸 倒 引 当 金 …… 貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支

給見込額を計上しております。 

 

 役 員 賞 与 引 当 金 …… 役員に対する賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額

を計上しております。 

 

 退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職に伴う退職金の支払に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認

められる額を計上しております。 

 

 役員退職慰労引当金 …… 役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当事業年度

末における支給見積額を計上しております。 

 

 金融商品取引責任 

準備金 

…… 証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に

基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところ

により算出した額を計上しております。 



  

 

 

 

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

（6）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

 

（1） 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

 投 資 有 価 証 券 1,351,081千円  

 上記に対応する債務  

  信用取引借入金 1,295,999千円  

    

上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券を信用取引借入金に対し5,805千円差し入れております。 

 

（2） 有形固定資産の減価償却累計額 1,049,809千円 

 

 

（3） 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

 短 期 金 銭 債 権 5,238,045千円  

 長 期 金 銭 債 権 14,198千円  

 

 

（4） 差し入れた有価証券等の時価額〔上記（1）に属するものを除く〕 

 信 用 取 引 貸 証 券 2,152,576千円  

 信用取引借入金の本担保証券 1,250,159千円  

 差 入 保 証 金 代 用 有 価 証 券 1,502,539千円  

 長期差入保証金代用有価証券 215,524千円  

 

（5） 差し入れを受けた有価証券等の時価額 

 信用取引貸付金の本担保証券 5,726,415千円  

 信 用 取 引 借 証 券 1,821,174千円  

 受 入 証 拠 金 代 用 有 価 証 券 20,264千円  

 受 入 保 証 金 代 用 有 価 証 券 8,736,344千円  

 

 



  

 

3. 損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 

 営業収益 13,366千円 

 販売費・一般管理費 615,673千円 

 営業外収益 400千円 

 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（1） 当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 29,399,121株 

    

（2） 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項  

 
平成28年６月30日開催の第74期定時株主総会において、次のとおり決議しまし

た。 

 ①  配当金の総額  512,426千円 

 ②  配当の原資  利益剰余金 

 ③  １株当たりの配当額  17円43銭 

 ④  基準日  平成 2 8年３月 3 1日 

 ⑤  効力発生日  平成 2 8年６月 3 0日 

    

（3） 当事業年度後に行う剰余金の配当に関する事項   

 
平成29年６月30日開催の第75期定時株主総会において、次のとおり決議しまし

た。 

 ①  配当金の総額  441,574千円 

 ②  配当の原資  利益剰余金 

 ③  １株当たりの配当額  15円02銭 

 ④  基準日  平成 2 9年３月 3 1日 

 ⑤  効力発生日  平成 2 9年６月 3 0日 

 

  



  

 

5. 税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産  

 減価償却費 32,707千円 

 退職給付引当金 170,411千円 

 役員退職慰労引当金 14,836千円 

 金融商品取引責任準備金 6,894千円 

 減損損失 16,485千円 

 賞与引当金等 75,581千円 

 資産除去債務 6,807千円 

 その他 17,679千円 

 繰延税金資産小計 341,404千円 

 評価性引当額 △250,433千円 

 繰延税金資産合計 90,971千円 

  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △2,079,024千円 

 繰延税金負債合計 △2,079,024千円 

 繰延税金負債の純額 △1,988,053千円 

 

 

 

(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月

28 日)を当事業年度から適用しております。 

 

  



  

 

6. 金融商品に関する注記 

 

（1）金融商品の状況に関する事項 

 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の主たる事業は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、

有価証券の募集及び売出しの取扱い、その他の金融商品取引業務であり主に国内金融市場で総合的

な金融サービスを提供しております。 

当社は、顧客との取引が活発になるほど信用取引貸付金の増加、トレーディング商品の増加等に

より営業活動の資金需要は増加します。これらの事業を行うため、必要な資金等については、自己

資金又は銀行借入等により調達しております。また、一時的な余資は安全性の高い短期的な預金及

びコールローン等による運用に限定して行っております。デリバティブ取引は、主にオプション取

引と外債の販売に伴う為替予約取引であり、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融資産の主なものは、国内の個人等に対する信用取引資産であり、顧客の契約

不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。投資有価証券は株式であり、事業推

進目的で保有しております。また、預託金は金融商品取引法に基づく顧客資産の分別金信託額であ

ります。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに

晒されております。 

金融負債の主なものは、預り金、信用取引負債、受入保証金であります。預り金は主に顧客との

取引に伴い発生する一時的な口座残金であります。信用取引負債は顧客の売建金額及び証券金融会

社から融資されている買建金額であります。証券金融会社から融資されている金額については、極

力自己資金との差替え（自己融資）を実施し、支払利息の削減に努めております。また、受入保証

金は顧客の信用取引や先物取引に伴い受入れている担保金であります。 

デリバティブ取引は、主にオプション取引と外債の販売に伴う為替予約取引であります。デリバ

ティブ取引は、他の市場性取引と同様に、市場リスク、信用リスクに晒されています。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

信用リスクに対しては、「資産自己査定規程」等により、適正な償却・引当を実施するとともに、

「信用リスク管理規程」等により、厳正な信用リスク管理を実施しております。組織面では、監査

部及び企画部が厳正な審査、継続的なモニタリング等により、相手先ごとに残高管理し、状況悪化

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。各管理部署は、リスクの状況、管理方法・問

題点を定期的または随時取締役社長に報告しております。 

 

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

市場リスクに対しては、「市場関連リスク管理規程」等により、厳正な市場リスク管理体制を構

築しております。組織面では、営業本部総務課は時価損益の算出を、財務部は損益等の検証・管理

を、コンプライアンス部は取引手続きの遵守状況の管理を実施しております。各管理部署は、リス

ク額、ポジション・評価損益等の状況を定期的または随時取締役社長に報告しております。 

 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

流動性リスクに対しては、「流動性リスク管理規程」等により、厳正な流動性リスク管理体制を

構築しております。組織面では、財務部資金課は日々の資金繰り管理・運営を、財務部経理課は状

況の分析・モニタリング等の適切な管理を実施しております。管理部署は、リスクの状況、管理方

法・問題点を定期的または随時取締役社長に報告しております。 

 



  

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異

なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

 

 

（2）金融商品の時価に関する事項 

 

平成29年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金・預金 8,942,135 8,942,135 ― 

② 預託金 7,000,000 7,000,000 ― 

③ 商品有価証券等及び投資有価証券    

   売買目的有価証券 588,194 588,194 ― 

   その他有価証券 7,136,063 7,136,063 ― 

④ 信用取引資産 7,852,242 7,852,242 ― 

⑤ 立替金 524,985 524,985 ― 

⑥ 長期差入保証金 240,697 198,437 △ 42,259 

資産計 32,284,318 32,242,059 △ 42,259 

① 信用取引負債 3,215,189 3,215,189 ― 

② 預り金 6,237,052 6,237,052 ― 

③ 受入保証金 1,213,533 1,213,533 ― 

④ 未払法人税等 164,442 164,442 ― 

負債計 10,830,218 10,830,218 ― 

 デリバティブ取引（※） (0) (0) ― 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計での正味の債務

となる項目については、（ ）で表示しております。 

 

 

（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資 産 

① 現金・預金、②預託金、④信用取引資産、⑤立替金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

③ 商品有価証券等及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は金融商品取引所の終値、債券は主に日本証券業協会が公表する売

買参考統計値（平均）及び業者間気配を参考にした価格によっております。 

⑥  長期差入保証金 

これらの時価について、将来キャッシュ・フローを割り引いて算定された現在価値額等によって

おります。 

負 債 

①  信用取引負債、②預り金、③受入保証金、④未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

 

 



  

 

 

 

 

デリバティブ取引 

為替予約取引 

為替予約取引の時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

 

（注2） 非上場株式等（貸借対照表計上額12,391千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 商品有

価証券等及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

 

 

 

 

7. 関連当事者との取引に関する注記 

 

種類 
会社等

の名称 
所在地 

資本金 

(百万円) 

事業の 

内容 

議決権等 

の被所有 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 
㈱千葉

銀行 

千葉市 

中央区 
145,069 銀行業 

直接 

100％ 

預金取引、

資金調達、

有価証券売

買の受託、

金融商品仲

介業務及び

市場誘導業

務に関する

提携等 

預金の預入 

（純額） 
3,423,420 現金・預金 5,238,045 

有価証券 

売買受託 

収入 

6,731 ― ― 

保管手数料 

収入 
6,478 ― ― 

その他収益 557 ― ― 

店舗等賃借

料支払 
27,858 

前払費用 872 

長期差入保

証金 
14,198 

金融商品仲

介業に係る

支払手数料 

550,364 未払費用 85,445 

送金等手数 

料支払 
31,023 ― ― 

その他費用 6,426 未払費用 498 

(注)1 取引条件の決定方針 当社と関係を有しない他の当事者と同様の取引条件等によっております。 

(注)2 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

  



  

 

8. １株当たり情報に関する注記 

 

  １株当たり純資産額 683円 05銭 

  １株当たり当期純利益 21円 47銭 

 (注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 損益計算書上の当期純利益 631,224千円 

 普通株主に帰属しない金額 －千円 

 普通株式に係る当期純利益 631,224千円 

 普通株式の期中平均株式数 29,399千株 

 

 

 

9. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

10. その他の注記 

 

  減損損失 

 

当社は、当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 場所 種類 
減損損失額 

（千円） 

遊休資産 東京都 電話加入権 259 

当社における資産のグルーピングは、営業店舗につきましては支店毎に継続的な収支の把握を行っ

ていることから各支店を、遊休資産につきましては各資産を、グルーピングの最小単位としておりま

す。また、本店、寮、厚生施設等につきましては複数の資産グループのキャッシュ・フロー生成に寄

与することから共用資産としております。 

・遊休資産 

当事業年度において、将来の使用計画を未定とする意思決定が行われた資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減尐額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は備忘価額としております。 

 

 

 

 


